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－ １ － 

儲かっている会社、潰れていく会社には多くの共通点があるように思えます。そんなことが書い

てある文章があったので、ご紹介します。 

 

《裏表がある会社》 

会社を訪問して、経営者が会社に居る時と居ない時では大きく雰囲気が違う会社があります。

経験上、経営者が居るときは仕事をしているフリをしているとしか思えない会社は、ほぼ１００％倒

産しています。それは不自然であり、社員が会社に対して、帰属意識や頑張ろうという意識が無い

ことを示しています。 

 

《経理がずさんな会社》 

原資証憑の管理がずさんな会社、現金管理がいいかげん、月次決算をせず、儲かっているか

どうか不明な会社等は、倒産する確率が高くなります。どんぶり勘定でお金を扱い、現金の増減だ

けで会社の業績を判断している経営者の会社は一定規模に至ったとき、倒産する可能性が高い

です。怖いのは、今日からちゃんとしようとはならないことであります。水商売とはよくいったもので、

飲食では最初からちゃんと経理をしようと思わない経営者の店舗は長続きしません。 

 

《私利私欲の経営者の会社》 

一定の規模の企業で経営者が私利私欲に走る会社はいずれ破綻します。小規模や家内経営

なら経営者の私利私欲は当然のことであるが、他人を雇い、他人の能力を活用しようとする会社で

経営者が私利私欲を目に見える形で見せていれば、そこで育ち、有能であればあるほど顧客とノ

ウハウを持って独立していくだけです。いつも片腕が変わる会社、役員が分離独立していく会社

になってしまいます。 

 

《経営不振＝節約としか反応しない経営者》 

経営不振～節約 電気、消耗品、人件費等～物理的、精神的に暗くなる～更に経営不振に陥

ります。経営不振になるとすぐ節約、固定費の削減と連想する経営者がおられますが、顧客は商

品、サービス等を購入して快適さを求めています。これが商売の本質であり、どんな業種を問わず

普遍的法則です。言い換えれば、経営不振の時、迷ったら、顧客に快適ではないことをしないこと

に徹するべきです。 

経営不振の時ほど、売上増加、顧客サービスの向上に向け

て、商品、サービス等を強化したり、人を厳選し、有能な人の給

与をあげたり、歩合給等で、モチベーションを上げることが必要と

なります。自分が顧客の立場で、何が快適かを常に考えることが

必要なのです。清潔ではない、価格が適正でない、明るくない、

迅速ではない、等々、顧客の立場からチェックすることが経営不

振を立て直す第一歩です。 



 
 

 

＜ 伊藤（康） ＞ 
 

－ ２ － 

贈与税の計算と税率（暦年課税） 
 贈与税の計算は、まずその年の１月１日から１２月３１日までの１年間に贈与によりも

らった財産の価額を合計します。続いて、その合計額から基礎控除額１１０万円を差し引

きます。つぎにその残りの金額に税率を乗じて税額を計算します。 
 
贈与税の速算表 
 平成２７年以降の贈与税の税率は、次のとおり「一般贈与財産」と「特例贈与財産」に

区分されました。 
なお、速算表は基礎控除額の１１０万円を差し引いた後の金額を当てはめて計算します。 
 
＜一般贈与財産（一般税率）＞ 
 この速算表は「特例贈与財産用」に該当しない場合の贈与税の計算に使用します。 
 例えば、兄弟間の贈与、夫婦間の贈与、親から子への贈与で子が未成年の場合などに使

用します。 

 
 （例）贈与財産の価額が５００万円の場合 
   基礎控除後の課税価格  ５００万円 － １１０万円 ＝ ３９０万円 
   贈与税額の計算     ３９０万円 × ２０％ － ２５万円 ＝ ５３万円 
 
＜特例贈与財産用（特例税率）＞ 
 この速算表は、直系尊属（祖父母や父母など）から、その年の１月１日において２０歳

以上の直系卑属（子や孫など）への贈与税の計算に使用します。 
 例えば、祖父から孫への贈与、父から子への贈与などに使用します。（夫の父からの贈与

には使用できません） 

 
 （例）贈与財産の価額が５００万円の場合 
   基礎控除後の課税価格  ５００万円 － １１０万円 ＝ ３９０万円 
   贈与税額の計算     ３９０万円 × １５％ － １０万円 ＝４８．５万円 
 

基礎控除後
の課税価格

200万円以下 300万円以下 400万円以下 600万円以下 1,000万円以下 1,500万円以下 3,000万円以下 3,000万円超

税率 10% 15% 20% 30% 40% 45% 50% 55%

控除額 - 10万円 25万円 65万円 125万円 175万円 250万円 400万円

基礎控除後

の課税価格
200万円以下 400万円以下 600万円以下 1,000万円以下 1,500万円以下 3,000万円以下 4,500万円以下 4,500万円超

税率 10% 15% 20% 30% 40% 45% 50% 55%

控除額 - 10万円 30万円 90万円 190万円 265万円 415万円 640万円


